
581,372 367,724

(1) 7,951 7,951

こども課 こうち子育て家庭応援事業費 1,287 1,287

子育て家庭に対し、店舗や施設などの協力を得て、子育て家
庭に対する商品割引や地域産品プレゼントなどの優待サー
ビスを実施し、地域による子育て支援の雰囲気づくりや、子ど
もを持つことへのイメージの向上を図る。

交通政策
課 公共交通対策推進費 300 300

県内の全小学校生を対象に、土・日・祝日のバス・電車料金
が半額になる「バス・でんしゃパスポート」と公共交通の利用
をＰＲするパンフレットを配布し、子どもの頃からの公共交通
の利用を促進する。

経営支援
課 中心商店街活性化事業費補助金 6,364 6,364

授乳・おむつ換えの場所や、子育て世代をターゲットとしたイ
ベントの開催、親子連れや高齢者等の休憩や交流場所、商
店街情報を発信する機能に加え、新たに大学生や市民によ
るまちづくり活動を進める場所として機能を拡充し、高知市中
心街の活性化を図る。

(2) 1,328 1,328

幼保支援
課 子育て・親育て支援事業費 285 285

よりよい親子関係の構築を目的として、地域子育て支援セン
ター・保育所・幼稚園等へ「子育て支援アドバイザー」を派遣
し、妊婦を始めとした胎児期からの子育て相談や講話などの
親支援を行い、併せて各地域の子育て支援担当者のスキル
アップに寄与する。

生涯学習
課 子育て支援者ネットワーク推進事業費 1,043 1,043

地域における子育て支援を推進するため、「家庭教育サポー
ター」の活動支援や地域単位での子育て支援者等の組織づ
くり及び学校、ＰＴＡ、市町村等の主体的な取組みを支援す
る。

(3) 559,041 346,016

幼保支援
課 保育サービス促進事業費 251,460 147,894

　うち　保育対策等促進事業費補助金 (145,539) (72,770)

市町村が行う一時保育、地域子育て支援拠点事業などの保
育サービスに対して助成することにより、仕事と家庭の両立
支援や子育ての環境整備を総合的に推進する。

　　　　保育サービス・子育て支援推進総合
　　　　補助金 (25,000) (25,000)

市町村が策定した次世代育成支援対策行動計画を円滑に推
進するため、地域のニーズに応じた保育サービスや子育て支
援の充実に向けた取組みを支援する。

　　　　（拡充）　認可外保育施設支援事業費
　　　　補助金 (12,817) (12,817)

認可外保育施設が行う、低年齢児保育や延長保育等に対し
助成をすることにより、年度途中の受入れの場の確保や入所
児童の福祉の向上を図る。

　　　　院内保育所運営支援事業費補助金　 (68,104) (37,307)

病院内保育所の運営に対して助成し、医療従事者の離職防
止及び再就職を促進するとともに、医療機関による「病児等
保育」を推進する。

幼保支援
課 多様な保育サービスの推進

県民ニーズの高い、「開所時間の延長」や「病児・病後児保育
事業」を促進するため、市町村や関係機関に対して実施に向
けた取組みを支援する。

幼保支援
課 （拡充）私立幼稚園子育て支援推進事業費補助金 53,536 28,248

学校法人が設置する幼稚園が実施している預かり保育事業
等に対して助成し、保護者及び幼稚園の経費負担の軽減と
待機児童の解消を図る。

幼保支援
課 （新規）認定こども園運営費補助金 29,927 29,927

認定こども園のうち私立幼稚園や認可外保育施設が行う低
年齢児保育などに必要な経費を助成することにより、仕事と
家庭の両立が図れるよう支援する。

幼保支援
課 （新規）認定こども園環境づくり支援事業費補助金 41,500 41,500

認定こども園のうち私立幼稚園や私立保育所、認可外保育
施設が認定を受けるための環境づくりを支援する。

（単位：千円）

区分 課室名 事　業　名 事　業　（取　組　み）　概　要
うち一財見積額

１　地域ぐるみの子育て支援

企業等と協働した子育て支援の推進

家庭や地域における支援体制づくり

保育など子どもの預かりサービスの充実

平成20年度　少子化対策関連当初予算　　個別事業一覧



（単位：千円）

区分 課室名 事　業　名 事　業　（取　組　み）　概　要
うち一財見積額

生涯学習
課 放課後子どもプラン推進事業費 179,732 95,561

　うち　放課後子ども教室推進事業費 (46,432) (23,715)

放課後や週末等に学校の余裕教室や地域において、学習支
援や地域住民との交流活動等を行う「放課後子ども教室」の
実施を支援する。

　　　　放課後児童健全育成事業費 (108,300) (59,346)

仕事と子育ての両立を支援するため、放課後に学校やその
他の施設を利用して、適切な遊びや生活の場を提供する「放
課後児童クラブ」の実施を支援する。

　　　　放課後児童クラブ施設整備助成事業費 (25,000) (12,500)
児童の健全な育成を図るため、放課後児童クラブを良好な環
境で運営できるよう、市町村が行う施設整備を支援する。

生涯学習
課 特別支援学校放課後生活支援事業費 2,886 2,886

特別支援学校（山田養護学校）に在学中の児童生徒の健全
な育成を図るため、学校等の施設を活用して放課後の生活
支援を行う団体等に助成する。

(4) 13,052 12,429

医療薬務
課

（新規）小児医療支援事業費
　（小児救急医療啓発事業） 1,246 623

小児の保護者等に対して、小児の急病時の対応方法等につ
いての講習会を実施するとともに、ガイドブックを作成･配布
することにより小児の急病時における知識の普及啓発を図
る。

こども課 （新規）あんしんおでかけマップ作成事業費 9,358 9,358

オムツ替えスペース、ベビーキーパーのあるトイレ、家族席、
優先駐車場などの設備のある施設の情報を収集・整理し、ピ
クトグラム等を用いた地図情報としてホームページ、携帯サイ
トで情報提供することにより、幼い子どもがいる家庭でも、安
心して外出できる環境づくりを行う。

幼保支援
課 新米ママ応援事業費 2,448 2,448

妊娠期（胎児期）から乳幼児期における子育て支援情報シス
テム（こうちプレマｎｅｔ）の運用と機能充実を図り、安心して出
産、子育てができる環境づくりを行う。

111,350 58,292

(1) 50,899 31,310

医療薬務
課

救急医療施設運営費補助金
（平日夜間小児急患センター運営事業） 3,136 3,136

平日夜間における小児急病患者の医療の確保のため、高知
市の平日夜間小児急患センターの運営を支援する。

医療薬務
課

　　　　　　　〃
（平日夜間調剤施設運営事業） 2,352 2,352

高知市の平日夜間小児急患センターを受診する小児急病患
者に対する薬の調剤業務を支援する。

医療薬務
課

　　　　　　　〃
（小児救急医療支援事業） 5,226 2,613

休日又は夜間における入院治療を必要とする小児重症救急
患者の医療を確保するため、高知市の病院群輪番制事業を
支援する。

医療薬務
課

（新規）　　　　　〃
　（　　　　〃　　　　　　　　　（小児電話加算）） 1,570 786

小児救急患者の症状に応じた適切な医療提供体制の構築
のため、高知市が整備、実施する事業を支援する。

医療薬務
課

小児医療支援事業費
（小児救急電話相談事業） 5,736 2,868

平日や休日の夜間に急に病気になった子どもの保護者から
の電話相談に対して、地域の小児科医師や看護師などが適
切な助言や指導を行うことで、保護者の不安を軽減し、医療
機関への過度の受診を抑制する。

医師確保
推進室

医師確保推進事業費
（特定科目後期臨床研修奨励貸付金） 7,200 7,200

県内で特定診療科目（産科、小児科など５診療科）の後期臨
床研修を行う医師に対して、必要となる資金を貸し付け、県
内での特定診療科医師の確保を図る。

医師確保
推進室

看護師等確保対策助成事業費
（助産師養成奨学貸付金） 3,780 3,780

県内で助産師業務に就学しようとする学生へ貸付枠（７人分）
を設定し、助産師の確保を図る。

健康づくり
課 （新規）医師交代勤務制導入促進事業費補助金 9,000 4,500

過重労働となっている総合周産期母子センターの産科・小児
科医の負担軽減のため導入する変則交代勤務制等への支
援を行う。

健康づくり
課 （新規）分娩を取り扱う医療機関確保事業費補助金 8,150 4,075

中央医療圏域以外での分娩施設の減少により、空白地域も
生じかねない。高幡圏域で唯一の施設が分娩の取り扱いを
継続できるように休日代替産科医師の確保にかかる費用を
補助する。

健康づくり
課

（新規）周産期医療体制整備事業費
　（未熟児等退院促進在宅ケア整備） 4,749

看護師等の訪問活動の導入により、ＮＩＣＵ(新生児集中治療
管理室）からの早期退院を促進し、不足しがちなＮＩＣＵの稼
働率を上げ、ハイリスク妊婦等の受け入れに備える。

子育てに関する情報サービス

２　子どもが安心・安全・健やかに育つ環境づくり

産科・小児科医確保等の医療体制の充実



（単位：千円）

区分 課室名 事　業　名 事　業　（取　組　み）　概　要
うち一財見積額

(2) 5,673 5,660

健康づくり
課 思春期相談センター事業費 5,673 5,660

若者の性に関する諸問題の解決のため、若者に性に関する
正しい知識や情報の提供を行うとともに、気軽に相談、集い
話し合える場を提供し、自ら決定する力を養う。

(3) 50,168 21,322

体育ス
ポーツ課 地域ぐるみの学校安全推進事業費 28,249

子どもの安全を守るために警察官ＯＢ等をスクールガード・
リーダーとして委嘱し、学校の巡回指導やスクールガード（学
校安全ボランティア）に対する指導を行うとともに、市町村教
委等に、スクールガード養成講習会、モデル地域事業の実施
を委託する。

県警生活
安全企画
課

（新規）通学路安全の日の創設

平成20年4月から、ボランティア団体等と協働で毎月第一月
曜日を「通学路安全の日」とし、登下校時の児童等の見守り
活動を実施する。

県警生活
安全企画
課

生活安全対策費
　（安全シェルターを表示した安全マップの作成） 630 630

各署の地域安全アドバイザーと連携し、幼稚園、小学校等で
の防犯教室等で、「こども110ばんのいえ」等の安全シェル
ターを表示した安全マップの作成を支援するとともに、作成し
た安全マップ等を広報資料として配布する。

県警生活
安全企画
課

　　　〃
　（子ども見守り隊支援、青色回転灯装備車両の拡
充）

1,554 1,554

「地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業モデル地域」内に
子ども見守り隊を設置し、ジャンパー等の活動物品の支援を
行うとともに、市町村教委や防犯ボランティア団体による青色
回転灯を装備した車両でのパトロールの拡充を図る。

県警生活
安全企画
課

　　　〃
　（Ｆメールによる情報発信） 391 196

子どもに不安を与えるような声かけなどの不審者情報等に関
するメールを、県民で登録した方の携帯電話にＦＡＸを利用し
て送信し、子どもの安全対策や自主防犯意識の高揚を図る。

県警少年
課

　　　〃
　（少年非行抑止根源対策に関係する取組み） 19,344 18,942

少年非行抑止根源対策の一環として、就学前の幼児の保護
者に対する子育て支援教室や、来所・相談専用電話による
思春期相談体制の強化、関係機関等の連携による児童虐待
への早期対応などの取組みを実施する。

(4) 4,610

文化推進
課　他

18歳未満の児童・生徒の主要な県立文化施設等に
おける入館料や入園料の免除

18歳未満の児童・生徒の主要な県立文化施設等における入
館料や入園料の免除

生涯学習
課 （新規）幼少期における感動体験モデル事業費 4,610

幼少期において、親子でさまざまな感動を体験するプログラ
ム等を策定し、青少年教育施設やＮＰＯ等に普及して実施す
る。

(5)

住宅課 県営住宅への多子世帯等の入居優遇

多子世帯（18歳未満の子どもが3人以上いる世帯）及び子育
て世帯（小学校就学前の子どもがいる世帯）について、抽選
を2度できる制度を実施する。

3,875 1,375

(1) 3,875 1,375

雇用労働
政策課

（新規）労働関係啓発事業費
　（次世代育成支援認証企業アドバイザー） 1,031 1,031

次世代育成支援企業認証に積極的に取り組む企業に対し、
社会保険労務士による認証取得のためのアドバイス等を行
い、企業における子育てしやすい職場環境づくりを支援する。

経営支援
課

中小企業制度金融貸付事業費
（子育て支援企業融資） 344 344

債務負担行為3,534千円
「次世代育成支援企業」の認証を受けた企業を対象とする長
期、低金利の融資制度（融資枠２億円）により、認証企業の
取組を資金面から支援する。（高知県信用保証協会に支払う
保証料の一部を補給する。（貸付額の0.07％～0.74％））

生涯学習
課 （新規）企業と子育て応援プロジェクト事業費 2,500

企業や経済団体と協働で社会全体で子育てにやさしい環境
づくりを推進するため、民間企業において実施する子育て支
援の取組みを推進する。

思春期相談体制の整備

学校や地域での安全対策

情操豊かに子どもたちが育つ環境づくり

３　働き方の見直しや仕事と家庭の両立支援

働き方の見直しなどを行う企業への支援

子育てにやさしい住環境の提供



（単位：千円）

区分 課室名 事　業　名 事　業　（取　組　み）　概　要
うち一財見積額

(2)

行政管理
課 県職員の次世代育成支援行動計画に関する取組み

　県職員の仕事と子育ての両立に向けて策定した次世代育
成支援行動計画に基づき、男性職員の育児休業の取得促進
等を図る。

業務改革
推進室 地域版アウトソーシングの推進

県庁業務のアウトソーシングに、時間や場所の制約を受けな
い働き方であるテレワークを取り入れ、子育て中の母親を含
む県民の多様な働き方の促進に取り組む。

103,778 91,284

(1) 81,010 81,010

雇用労働
政策課 就職支援相談センター事業費 81,010 81,010

若者の就職意識の向上に取り組むとともに、雇用におけるミ
スマッチを解消し、円滑な就職を促進するため、高知県就職
支援相談センター（ジョブカフェこうち）で、就職に関するきめ
細かな相談、コンサルティング業務などを実施する。

(2) 18,401 5,907

生涯学習
課 若者の学びなおしと自立支援事業費 18,401 5,907

社会的にひきこもりがちな子どもたちの実態の把握や自立の
ための援助を行い、子どもたちの健やかな育ちを支援する。

(3) 4,367 4,367

こども課 （拡充）こうち出会いのきっかけ応援事業費 4,367 4,367

独身男女の出会いの場となる事業を行う市町村や非営利の
団体を支援し、独身者に新たな交友関係づくりや交際のきっ
かけを提供する。

14,230 14,230

(1) 5,334 5,334

こども課 （新規）少子化対策県民運動推進事業費 3,839 3,839

さまざまな分野の民間団体等からなる高知県少子化対策推
進県民会議（仮称）を中心として、子どもを持つことや、家族
や地域の大切さ、すばらしさの啓発等を通じ、少子化対策を
県民運動として推進する。

こども課 こどものひとこと宝物事業費 1,495 1,495

子育て家庭から、心に残っているこどものつぶやきやひとこと
を募集し、広報等に活用することにより、子育てやこどもを持
つことの楽しさを伝える。

(2) 2,013 2,013

こども課 こども条例推進事業費 2,013 2,013

こども条例のめざす、子どもたちが健やかに育つ環境づくり
のため、フォーラムの開催や各種広報、また、大人と子ども
の対話の場づくりなどにより、県民全体で子どもと向き合う気
運を醸成する。

(3) 6,883 6,883

こども課 少子化対策推進費 2,683 2,683
本県における少子化対策の総合的な推進を図る。

こども課 （新規）少子化対策関連調査分析事業費 4,200 4,200

意識調査等により県民のニーズや生活実態を把握し、今後
の少子化対策・次世代育成支援対策の推進に反映するとと
もに、平成21年度中のこうちこどもプラン（後期計画）の策定
に向けての検討に活用する。

４　未来の親づくりへの支援

若者の就労支援

若者の自立支援

独身男女の出会いの場づくりを支援

５　子どもを社会で育てる意識づくり

子育てや家庭を持つ喜び・楽しさの雰囲気づくり

こどもの環境づくりの推進

少子化社会対策の総合的な推進

仕事と子育ての両立支援の推進



（単位：千円）

区分 課室名 事　業　名 事　業　（取　組　み）　概　要
うち一財見積額

2,270,254 2,263,170

(1) 2,270,254 2,263,170

健康づくり
課 不妊治療費助成事業費 48,170 41,086

不妊治療を行う夫婦への保険適用されない治療に係る一部
の費用に対する助成を行い、高額な治療費に係る経済的負
担の軽減を図る。

健康づくり
課 乳幼児医療費補助金 462,706 462,706

乳幼児の医療費を助成することで、乳幼児の健やかな成長
を支援するとともに、子育ての経済的負担の軽減を図る。

こども課 児童手当費（児童手当負担金） 1,487,283 1,487,283

児童を養育する者に児童手当を支給することにより、家庭に
おける生活の安定と次代を担う児童の健全な育成及び資質
の向上を図る。

こども課 ひとり親家庭医療費助成事業費 272,095 272,095

一定の所得にある母子・父子家庭の医療費の自己負担分を
助成することにより、父母及び児童の健康維持と生活の安定
を図る。

計 52件 3,084,859 2,796,075

６　子育て家庭等の経済的負担の軽減

多様な経済的支援の検討


